


団体概要

●団体の概要

北海道経済連合会(略称道経連)は、地域経済発展のため、北海道において経済活動を展開している
企業、団体等約500社の会員で構成する総合経済団体です。

1974年12月発足以来、産業経済社会に関する諸問題を調査研究・討議し、北海道における経済界の
総意を取りまとめてその実現を図り、地域経済社会の総合的な振興を通じて、わが国経済社会の発
展に寄与するとともに会員相互の理解と協力を深めることを目的に活動を続けています。

また、国が掲げる「2050年カーボンニュートラルの実現」への貢献を目指し、「ゼロカーボン北海
道」を推し進めるべく各種の取組を行っていますが、今年度からは「ゼロカーボン推進グループ」
を設置し、さらに取組を強化しています。

●地域脱炭素において市町村に貢献できる内容

・脱炭素ソリューション提供企業の「目利き」（目的に合致する最適企業の選定等をアドバイス）

・地域課題の解決等に必要な「自治体が連携を希望する業種企業の紹介」
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Ⅰ．道経連の「ゼロカーボン北海道」推進に向けた取り組み
Ⅱ．道経連の支援内容
Ⅲ．道経連の具体的支援例
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Ⅰ.道経連の「ゼロカーボン北海道」推進に向けた取り組み

北海道の総合経済団体として、「北海道経済界の総意を取りまとめた国、道への各種要望」、「各業界における課題
の調査・研究」を行っていますが、今年度より新たに「北海道の脱炭素化に向けた伴走支援」をミッションに加えて活動
を開始しています

農林業
関連企業

エネルギー
関連企業

観光
関連企業

ものづくり
関連企業

物流
関連企業

道経連（道内企業、団体等約500社で構成）

その他
企業

国、北海道への
各種要望

各業界における課題の
調査・研究

北海道の脱炭素化に向けた
伴走支援、事業化PJTの

企画推進

【これまでのミッション・アウトプット】 【新たなミッション】
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○地域課題の解決および脱炭素化を両立するため、ソリューションを持つプレイヤーとの連携は必須ですが、多様な
プレイヤーの特徴を把握するためには、膨大な時間が必要となります。

○道経連は、総合経済団体として「自治体様のニーズに合致するプレイヤーの選定・紹介」の点で、自治体様支援が
できると考えております。

Ⅱ.道経連の支援内容

課題・ニーズの共有

【CO2見える化企業の例】
・e-dash
・アスエネ
etc

【PPA企業の例】
・JFEエンジニアリング
・北海道電力
etc

自治体様 道経連

自治体様にあった
企業の選定・調整

事業者の紹介
伴走支援開始

【設備関連企業の例】
・高砂熱学
・ダイヘン
・富士電機
etc

【計画策定支援企業の例】
・ドーコン
・日本データサービス
etc

【新電力支援企業の例】
・北海道ガス
・日本ガイシ
etc

【運輸関係支援企業の例】
・はこだて未来大学
・三井物産
・三菱商事
etc
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今年度の主な支援例

Ⅲ.道経連の具体的支援例

今年度の支援例として、道内自治体様に対する「脱炭素先行地域申請に関連した協力企業の紹介」、「脱炭素化
計画策定のアドバイス」を行っております。

A町様 マッチング企業の概要

【課題】
トップの意向で脱炭素先行地
域に応募することになったが再
エネ制御ノウハウやゼロカーボ
ンモビリティ構築に寄与できる
企業を知らない

【ソリューション】
蓄電池等の制御ノウハウや
運輸部門脱炭素化の領域
で知見を持つ企業を選定・
ご紹介

・第2回脱炭素先行地域へ申請を実施
・今後も伴走支援を継続予定

B市様 マッチング企業の概要

【課題】
自治体として目指す姿は
明確だが、実証事業等で
主体となってくれる企業を
探し切れていない

【ソリューション】
B市様と一緒に地域課題を
解決してくれる企業を選定・
ご紹介

・第2回脱炭素先行地域へ申請を実施
・今後も伴走支援を継続予定
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参考_ゼロカーボン北海道 伴走支援PRチラシ
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おわりに

〇ゼロカーボン北海道の実現には、各自治体様の率先した脱炭素化活動が必須となる一方、
脱炭素化に寄与するソリューションとは何かを調査・把握することにも時間がかかります。

〇一方、各種業務が軋轢する中、脱炭素ソリューションの内容および提供可能企業の「目利き」を
養うことは、現状の人的資源では難しい場面もあると想定されるため、ぜひ道経連をご活用いただ
けると幸甚です。

〇また、道経連では、道内企業の脱炭素化支援も行っていますので、管内の企業様がお悩みの
際には道経連をご活用ください。
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ご清聴ありがとうございました
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